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正社員化・無期雇用の助成金
～優秀な人材の定着に活用できる助成金について最新情報～
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これからは人的資本経営

※参照 UdemyメディアHP
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これからは人的資本経営

人的資本＝現代の
人材戦略の重要事項

①人的資本で
現状把握

②ＫＰＩ設定・改善

③取り組みや成果を開示

おもな指標
・エンゲージメント
（やる気・当事者意識）
・育成とスキル
・コンプライアンス
・健康安全
・報酬と生産性
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助成金の目的別活用

次の予定（関心）はありますか 以下の助成金を活用できる可能性があります P

1
契約社員やパートタイマーの正社員登用を予定している。
（基本給の引き上げも同時に行う）

キャリアアップ助成金
（正社員化コース）

73

2
50歳以上かつ定年年齢未満の契約社員を無期社員に転換す
る予定がある

65歳超雇用推進助成金
高年齢無期雇用転換コース

81

3
高年齢者（60歳～）や母子家庭の母、障がい者、その他の
就職困難者の雇用を予定している。

特定求職者雇用開発助成金 30

4
従業員が育児休業・介護休業を取りやすい環境の構築を進め
ていきたい。

両立支援助成金 84

5 従業員の賃金アップを行う予定がある 業務改善助成金 69

6
従業員に対して教育研修（職業訓練や能力開発）を行う予定
がある

人材開発支援助成金 63

7
テレワークを新規導入、又は試行的に導入し、実施する予定
がある

人材確保等支援助成金（テレワー
クコース）

79
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助成金を活用した事例紹介
①キャリアアップ助成金（正社員化コース）

有期雇用労働者、又は有期実習型訓練を受講し修了した有期雇用労働者等を正規
雇用労働者等に転換した場合

６か月の有期契約で契約社員を雇用

雇用して６か月経過後、正社員登用試験を実施し正社員へ転換

（同時に給与を３％以上昇給）

さらに６か月経過後、申請。審査後、５７万円（７２万円）が支給さ
れた

活用例
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助成金の申請ノウハウ
①キャリアアップ助成金（正社員化コース）

転換日までにキャリアアップ計画書を提出

就業規則に正社員化する制度を規定（労働基準監督署へ届出）

雇用して６か月以上経過している有期契約労働者を正社員へ転換

その際には、賃金３％UPが必要！

さらに６か月経過後、支給申請書を提出

審査終了後、決定通知書が届き、助成金が支給される

申請のながれ
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助成金を活用した事例紹介
②65歳超雇用推進助成金（無期転換コース）

活用例

さらに６か月経過後、申請、審査後、４８万円（６０万円）が支給
された

５４歳の有期パート社員（雇用保険加入）が1年単位の雇用契約

で働いている。

５０歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇用に転換させた場合

勤務時間はそのままで、契約期間定めのない無期パートタイ

マーに転換



助成金の申請ノウハウ
②65歳超雇用推進助成金（無期転換コース）

「高齢者の雇用継続を促進するための措置」を行う

就業規則に高年齢無期雇用転換制度を規定（労働基準監督署

へ届出）

計画期間内に雇用して６か月以上経過している50歳以上の有期契

約労働者を無期へ転換

さらに６か月経過後、支給申請書を提出

現況調査および審査後、決定通知書が届き、助成金が支給される

計画書を作成・提出、計画の認定

申請のながれ
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比 較

キャリアアップ助成金
（正社員化コース）

65歳超雇用推進助成金
（高年齢者無期雇用転換コース）

・申請金額：５７万円

・入社６か月以上３年以内

・年齢：定年未満（転換日時点で定年
まで1年超）

・転換日以降、３％以上の昇給が必
要

・正社員処遇が必要

・提出先：労働局助成金センター

・申請金額：４８万円

・入社６か月以上５年以内

・年齢：５０歳以上定年未満

・昇給要件は無し

・パートタイマーでも可能

・提出先：高齢・障害・求職者雇用支
援機構



労働生産性とは
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働き方改革には
労働生産性向上が

不可欠！
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次の方法で計算した「生産性要件」を満たしている場合に、助成金の割増等を行います。

労働生産性とは
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20212018

18年4月～19年3月 21年4月～22年3月
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★令和４年10月１日以降の支給要件変更★
キャリアアップ助成金（正社員化コース）
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★令和４年10月１日以降の支給要件変更★
キャリアアップ助成金（正社員化コース）



助成金を活用にあたって必要書類
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労働条件通知書
（雇用契約書）

出勤簿、賃金台帳、雇用契約書、就業規則など、法律で作成が
義務付けられている帳簿を備えていること

出勤簿

賃金台帳

就業規則

労働者を採用する際、労働者（パートや派遣など雇用形態
に関わらず）に対して、労働条件を明示しなければなりませ
ん

使用者には労働時間を適正に把握する責務があり、労働
者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、適正に記録す
る必要があります

賃金支払いの都度、各労働者ごとに調整しなければならな
いと定められている台帳

労働者の賃金や労働時間などの労働条件に関すること、職場内の
規律などについて定めた職場における規則集で、常時10人以上の
労働者を使用している事業場では、就業規則を作成し過半数組合
または労働者の過半数代表者からの意見書を添付して、所轄労働
基準監督署に届け出る必要があります。就業規則

作成支援ツール
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